
島根県災害対策本部
（島根県庁）

一時移転等を行う際の情報伝達

 一時移転等の指示は、国の原子力災害対策本部から、島根県、鳥取県、各関係市町に対し、TV会
議ｼｽﾃﾑを用いて伝達。

 関係市町から、住民、自治会、消防団、農協、漁協、医療機関、社会福祉施設等へは、防災無線、
広報車、ＣＡＴＶ、緊急速報（ｴﾘｱﾒｰﾙ等）、電話、FAX等のあらゆる情報発信手段を活用して伝達。

関係市町
災害対策本部

TV会議ｼｽﾃﾑ等

電話・FAX等

防災無線、広報車、ＣＡＴＶ
防災メール、ＴＶ、ラジオ
緊急速報（ｴﾘｱﾒｰﾙ等）

住 民

原子力災害対策本部
（首相官邸）

自主防災組織、消防団、農協、漁協、
医療機関、社会福祉施設、教育機関 等
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鳥取山口県災害対策本部

（山口県庁）



UPZ圏内の学校・保育所等の防護措置

 島根県では、避難準備指示により、児童、生徒等を保護者に引き渡し、避難指示により、自宅から避
難を行う。

 全面緊急事態（屋内退避措置）となった場合においても、基本的に保護者による迎えは継続する。

 原子力発電所の事故の状況が悪化し原子力災害に至る可能性が高い場合は、保護者の迎えの中
止や生徒等の避難を総合的に判断する。
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警戒事態発生
（例 大地震（震度6弱）、大津波）

国

教育機関数 児童・生徒数

保育所・
幼稚園等

206
26

16,409
2,302

小学校
82
13

21,148
3,056

中学校
38

6
11,544

1,779

高等学校
23

3
12,390

1,291

大学 4 6,794

その他
31

1
2,012
1,063

合 計
３５３
４９

70,297
9,491

原子力
事業者

島根県・鳥取県

保護者

保護者へ引渡し

関係市町

「対応ﾏﾆｭｱﾙ」
によって行動開始

屋内退避の準備

屋内退避
（校舎内退避）

人員確認
保護者連絡

屋内退避
指示

連絡

UPZ 圏内の教育機関数

不明

※ 上段：島根県、下段：鳥取県



同居者・支援者

在宅避難行動
要支援者

UPZ圏内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、防災
行政無線、ｴﾘｱﾒｰﾙ、ＴＶ、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋内退避・
一時移転等を実施。

 一時移転等が必要となった在宅の避難行動要支援者は、広域福祉避難所へ移送を行う。

5～30Km圏内

松江市 （）

出雲市 （）

安来市 （）

雲南市 （）

境港市 （）

米子市 （）

合計 0（0）
屋内退避

関係市町災害対策本部

防災行政無線・エリアメール・
ＴＶ・ﾗｼﾞｵ等による情報提供

UPZ 圏内の在宅の避難行動要支援者数

福祉避難所等避難先

協力

一時移転等

移動
※1 （ ）内は支援者有り
※2 平成26年6月現在 各市町において精査中
※3 支援者のいない者は、今後支援者を決めていく 51

よな ご し

うん なん し

やす ぎ し

いず も し

ま つ え し

不明
さかいみなと し
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